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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成20年度
第３四半期
連結累計期間

平成20年度
第３四半期
連結会計期間

平成19年度

 

(自　平成20年
　　 ４月１日
至　平成20年
　　 12月31日)

(自　平成20年
　　 10月１日
至　平成20年
　　 12月31日)

(自　平成19年
　　 ４月１日
至　平成20年
　　 ３月31日)

経常収益 百万円 61,382 20,598 78,660

　うち信託報酬 百万円 ― ― ―

経常利益（△は経常損失） 百万円 4,791 △560 12,543

四半期純利益（△は四半期純損失） 百万円 2,685 △362 ―

当期純利益 百万円 ― ― 7,309

純資産額 百万円 ― 199,064 211,754

総資産額 百万円 ― 3,601,8663,566,371

１株当たり純資産額 円 ― 835.14 883.99

１株当たり四半期純利益金額
（△は１株当たり四半期純損失金額）

円 11.32 △1.53 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 30.64

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ ― 5.48 5.89

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 61,280 ― △99,514

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △27,806 ― 103,745

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △2,520 ― △2,409

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残
高

百万円 ― 87,056 56,130

従業員数 人 ― 2,446 2,338

信託財産額 百万円 ― ― ―

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　平成20年度第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、

「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　平成20年度第３四半期連結累計期間及び平成19年度の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、潜在株式がないため記載しておりません。

４　平成20年度第３四半期連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」は、１株当たり
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四半期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

５　自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出して

おります。

６　当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５　経理の状況」の

「２　その他」中、「(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四

半期純損益金額等」の「①損益計算書」に基づいて掲出しております。

　　なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③１株当たり四半期純損益

金額等」に記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容

については、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
2,446
[585]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員1,212人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員(１日１人7.5時間換算）を外書きで記

載しております。

 

(2) 当行の従業員数

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
1,923
[15]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員28人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員(１日１人7.5時間換算）を外書きで記載し

ております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記

載しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

該当ありません。

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間末における財政状態につきましては、預金は、お客様のニーズにお応え

し、地域に密着したきめ細かな営業活動を展開いたしました結果、中間期末比97億円増加し、第３四半

期末残高は３兆2,953億円となりました。また、譲渡性預金の第３四半期末残高は591億円となりまし

た。

貸出金は、地元中小企業や公共団体のほか、個人のお客様のご要望に対して積極的にお応えしまし

た結果、中間期末比50億円増加し、第３四半期末残高は２兆2,577億円となりました。

有価証券は、国債・地方債等公共債の引き受けと資金運用としての債券購入などを行いました結

果、中間期末比158億円増加し、第３四半期末残高は１兆622億円となりました。

当第３四半期連結会計期間の経営成績につきましては、経常収益は205億98百万円、経常費用は211

億58百万円となり、５億60百万円の経常損失、３億62百万円の四半期純損失となりました。この主な要

因としましては、預貸金業務は比較的順調に推移しているものの、株式市場を中心としたマーケット

の混乱により、有価証券関係損益が大幅に悪化したこと等によるものであります。

なお、当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、経常収益は613億82百万円となりまし

た。経常収益の主な内訳は、資金運用収益が476億46百万円、役務取引等収益が81億５百万円、その他業

務収益が18億13百万円、その他経常収益が36億66百万円となりました。なお、資金運用収益のうち、貸

出金利息は331億29百万円、有価証券利息配当金は114億84百万円となりました。一方、経常費用は565

億91百万円となりました。経常費用の内訳は、資金調達費用が91億41百万円、役務取引等費用が26億19

百万円、その他業務費用が30億66百万円、営業経費が300億46百万円、その他経常費用が117億15百万円

となりました。なお、資金調達費用のうち、預金利息は68億30百万円となりました。

この結果、経常利益は47億91百万円となり、四半期純利益は26億85百万円となりました。

事業の種類別セグメント情報につきましては、銀行業以外に一部でクレジットカード・信用保証業

務等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、記載

しておりません。

なお、事業部門（銀行業、その他事業）の業績は次のとおりです。

・銀行業

当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、経常収益は202億85百万円となり、経常費用は

209億12百万円となりました。その結果、627百万円の経常損失となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間では、経常収益は604億53百万円となり、経常費用は558億52百万円

となりました。その結果、経常利益は46億１百万円となりました。
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・その他事業

当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、経常収益は15億44百万円となり、経常費用は14

億80百万円となりました。その結果、経常利益は63百万円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間では、経常収益は46億47百万円となり、経常費用は44億83百万円と

なりました。その結果、経常利益は１億63百万円となりました。

なお、所在地別セグメント情報については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外

支店がないため、記載しておりません。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッ

シャ・フローは、貸出金の増加による858億30百万円等の減少はありましたが、コールローン等の減少

による708億１百万円、預け金の減少による593億62百万円及び預金の増加による97億72百万円等の増

加により、合計で548億円69百万円増加しました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入382億67百万円及び有価証券の

償還による収入259億６百万円はありましたが、有価証券の取得による支出867億71百万円等により、

合計で231億31百万円減少しました

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出８億20百万円等により８億26百

万円減少しました。

その結果、現金及び現金同等物の第３四半期連結会計期間末残高は、870億56百万円となりました。

 

なお、「事業の状況」に記載の課税取引については、消費税及び地方消費税を含んでおりません。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結会計期間の国内・国際業務部門別収支の状況は次のとおりとなりました。

資金運用収支は、国内業務部門が12,461百万円、国際業務部門が618百万円となり、国内業務部

門と国際業務部門間の資金貸借に係る利息額の相殺消去後の合計では13,079百万円となりまし

た。役務取引等収支は、国内業務部門が1,571百万円、国際業務部門が11百万円となり、合計では

1,582百万円となりました。また、特定取引収支は、国内業務部門が39百万円、国際業務部門が６百

万円となり、合計で46百万円となりました。その他業務収支は、国内業務部門が434百万円、国際業

務部門が△840百万円となり、合計では△405百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

資金運用収支

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

12,461 618 ― 13,079

　うち資金運用収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

14,810 1,186 217 15,778

　うち資金調達費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

2,348 567 217 2,698

役務取引等収支

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

1,571 11 ― 1,582

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

2,460 25 ― 2,486

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

889 14 ― 903

特定取引収支

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

39 6 ― 46

　うち特定取引収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

39 6 ― 46

　うち特定取引費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

その他業務収支

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

434 △840 ― △405

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

475 333 ― 809

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

40 1,173 ― 1,214

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨
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建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めてお

ります。

２　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用３百万円を控除して表示しております。

３　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息額であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結会計期間の国内業務部門の役務取引は、役務取引等収益が2,460百万円、役務

取引等費用が889百万円となり、その結果、役務取引等収支は1,571百万円となりました。

他方、国際業務部門の役務取引は、役務取引等収益が25百万円、役務取引等費用14百万円とな

り、その結果、役務取引等収支は11百万円となりました。

この結果、役務取引等収支合計では、1,582百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

2,460 25 2,486

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

523 ― 523

　うち為替業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

1,096 25 1,122

　うち証券関連業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

194 ― 194

　うち代理業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

50 ― 50

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

0 ― 0

　うち保証業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

15 0 15

役務取引等費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

889 14 903

　うち為替業務

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

310 14 324

(注)　「国内業務部門」は当行の国内店及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建

取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めておりま

す。
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国内・国際業務部門特定取引の状況

当第３四半期連結会計期間の特定取引収益は、国内業務部門が39百万円、国際業務部門が６百

万円となりました。また、特定取引費用は、該当がありません。

この結果、特定取引収支合計では、46百万円となりました。なお、連結子会社での特定取引の損

益はありません。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

39 6 46

　うち商品有価証券
　収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

39 ― 39

　うち特定取引
　有価証券収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

　うち特定金融
　派生商品収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― 6 6

　うちその他の
　特定取引収益

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

特定取引費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

　うち商品有価証券
　費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

　うち特定取引
　有価証券費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

　うち特定金融
　派生商品費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

　うちその他の
　特定取引費用

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

― ― ―

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引でありま

す。

２　内訳科目はそれぞれの収益と費用を相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合に

は費用欄に、上回った純額を計上しております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

3,281,890 13,463 3,295,353

　うち流動性預金

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

1,666,601 ― 1,666,601

　うち定期性預金

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

1,600,748 ― 1,600,748

　うちその他

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

14,541 13,463 28,004

譲渡性預金

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

59,124 ― 59,124

総合計

前第３四半期連結会計期
間

― ― ―

当第３四半期連結会計期
間

3,341,014 13,463 3,354,478

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３　定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

 

業種別

平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

2,257,728100.00

　製造業 276,482 12.25

　農業 3,852 0.17

　林業 665 0.03

　漁業 4,396 0.19

　鉱業 2,157 0.09

　建設業 106,205 4.70

　電気・ガス・熱供給・水道業 21,041 0.93

　情報通信業 28,132 1.25

　運輸業 45,145 2.00

　卸売・小売業 327,329 14.50

　金融・保険業 99,700 4.42

　不動産業 200,373 8.87

　各種サービス業 322,826 14.30

　地方公共団体 269,034 11.92

　その他 550,385 24.38

特別国際金融取引勘定分 ― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 2,257,728―

(注)　「国内」とは、当行の国内店及び連結子会社であります。
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第３ 【設備の状況】

１　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。

　銀行業

 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容
敷地面積
（㎡）

建物延面積
（㎡）

完了年月

当行 ― 北部第２倉庫 熊本市 倉庫 1,688 3,493平成20年12月

 

２　設備の新設、除却等の計画

(1)重要な設備計画の変更

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更はありません。

 

(2)重要な設備の新設等

当第３四半期連結会計期間中に新たに確定した重要な設備の新築、増改築等の計画は次のとおりで

あります。

銀行業

 会社名
店舗名
その他

所在地 区分
設備の
内容

投資予定金額
（百万円） 資金調

達方法
着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

当行 ― 楠団地支店 熊本市 新築 店舗 375 96 自己資金 平成21年１月平成21年６月

(注)上記設備計画の記載金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 482,858,000

計 482,858,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 237,785,291同左

東京証券取引所
第一部
大阪証券取引所
第一部
福岡証券取引所

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式。
単元株式数は1,000株。

計 237,785,291同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当ありません。

 

　(3) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 237,785 ― 18,128,885 ― 8,133,542
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(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握

しておりません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,379,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

235,029,000
235,029 ―

単元未満株式
普通株式

1,377,291
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 237,785,291― ―

総株主の議決権 ― 235,029 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式

が、それぞれ11,000株及び 300株含まれております。

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が11個含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式246株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　肥後銀行

熊本市練兵町１番地 1,379,000 ― 1,379,0000.57

計 ― 1,379,000 ― 1,379,0000.57
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 662 700 718 649 653 649 623 604 588

最低(円) 556 639 615 567 602 558 412 546 502

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

（1）新任役員

該当ありません。

 

（2）退任役員

該当ありません。

 

（3）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役営業統括部長兼
個人営業部長

取締役営業統括部長 坂井　廣志 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、

資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に

準拠しております。

 

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う

会社)に該当するため、当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)に係

る損益の状況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等については、「２　その他」に記載

しております。

 

３　当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)は、四半期連結財務諸表の

作成初年度であるため、前第３四半期連結累計期間との対比は行っておりません。

 

４　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結累計期間(自　平成20

年４月１日　至　平成20年12月31日)の四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツの四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

現金預け金 185,969 212,181

コールローン及び買入手形 3,651 25,482

買入金銭債権 2,457 2,788

特定取引資産 852 778

金銭の信託 4,376 4,438

有価証券 1,062,278 1,066,353

貸出金 ※1
 2,257,728

※1
 2,182,792

外国為替 4,652 3,757

その他資産 27,153 23,991

有形固定資産 ※2
 42,037

※2
 41,835

無形固定資産 4,802 4,652

繰延税金資産 15,659 7,349

支払承諾見返 15,948 16,451

貸倒引当金 △25,700 △26,481

資産の部合計 3,601,866 3,566,371

負債の部

預金 3,295,353 3,244,944

譲渡性預金 59,124 35,717

コールマネー及び売渡手形 － 13,506

債券貸借取引受入担保金 － 10,085

特定取引負債 119 71

外国為替 21 8

その他負債 15,249 17,190

役員賞与引当金 － 52

退職給付引当金 8,328 8,224

役員退職慰労引当金 464 589

偶発損失引当金 615 46

睡眠預金払戻引当金 272 394

繰延税金負債 1 1

再評価に係る繰延税金負債 7,302 7,332

支払承諾 15,948 16,451

負債の部合計 3,402,801 3,354,617

純資産の部

資本金 18,128 18,128

資本剰余金 8,133 8,133

利益剰余金 166,071 165,002

自己株式 △872 △4

株主資本合計 191,461 191,260

その他有価証券評価差額金 595 13,353

繰延ヘッジ損益 △314 △142

土地再評価差額金 5,678 5,723

評価・換算差額等合計 5,960 18,934

少数株主持分 1,642 1,560

純資産の部合計 199,064 211,754

負債及び純資産の部合計 3,601,866 3,566,371
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(2)【四半期連結損益計算書】
  【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

経常収益 61,382

資金運用収益 47,646

（うち貸出金利息） 33,129

（うち有価証券利息配当金） 11,484

役務取引等収益 8,105

特定取引収益 150

その他業務収益 1,813

その他経常収益 3,666

経常費用 56,591

資金調達費用 9,141

（うち預金利息） 6,830

役務取引等費用 2,619

その他業務費用 3,066

営業経費 30,046

その他経常費用 11,715

経常利益 4,791

特別利益 461

固定資産処分益 3

償却債権取立益 457

特別損失 75

固定資産処分損 50

減損損失 24

税金等調整前四半期純利益 5,177

法人税、住民税及び事業税 2,568

法人税等調整額 △158

法人税等合計 2,409

少数株主利益 82

四半期純利益 2,685
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,177

減価償却費 1,913

減損損失 24

持分法による投資損益（△は益） △7

貸倒引当金の増減（△） △780

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △52

退職給付引当金の増減額（△は減少） 104

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △124

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 569

睡眠預金払戻引当金の増減額（△は減少） △122

資金運用収益 △47,646

資金調達費用 9,141

有価証券関係損益（△） 5,393

金銭の信託の運用損益（△は運用益） 61

為替差損益（△は益） △31

固定資産処分損益（△は益） 46

特定取引資産の純増（△）減 △87

貸出金の純増（△）減 △76,265

預金の純増減（△） 50,409

譲渡性預金の純増減（△） 23,406

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 57,138

コールローン等の純増（△）減 22,163

コールマネー等の純増減（△） △13,506

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △10,085

外国為替（資産）の純増（△）減 △895

外国為替（負債）の純増減（△） 13

資金運用による収入 45,449

資金調達による支出 △8,031

その他 1,972

小計 65,350

法人税等の支払額 △4,069

営業活動によるキャッシュ・フロー 61,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △270,043

有価証券の売却による収入 135,793

有価証券の償還による収入 108,621

有形固定資産の取得による支出 △953

有形固定資産の売却による収入 35

無形固定資産の取得による支出 △1,259

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,806

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,651

自己株式の取得による支出 △874

自己株式の売却による収入 5

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,520

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 30,926

現金及び現金同等物の期首残高 56,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 87,056
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 リース取引に関する会計基準

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30

日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用

されることになったことに伴い、中間連結会計期

間から同会計基準及び適用指針を適用しておりま

す。また、当該取引に係るリース資産の減価償却の

方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資

産」は139百万円、「無形固定資産」は８百万円、

「その他負債」は155百万円増加しております。な

お、損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、中間連結会計期間末の貸倒実績率等を

適用して計上しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

　　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　　該当ありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。

破綻先債権額 3,452百万円

延滞債権額 37,976百万円

３ヵ月以上延滞債権額 712百万円

貸出条件緩和債権額 9,589百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

35,811百万円

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。

破綻先債権額 1,355百万円

延滞債権額 40,405百万円

３ヵ月以上延滞債権額 737百万円

貸出条件緩和債権額 9,400百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

35,568百万円

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成20年12月31日現在

現金預け金勘定 185,969

外貨預け金 △97,343

その他の預け金 △1,569

現金及び現金同等物 87,056
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(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び株式数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式  

　普通株式 237,785

自己株式  

　普通株式 1,394

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当ありません。

 

３　配当に関する事項

(1) 当第３四半期連結累計期間中の配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26
日
定時株主総会

普通株式 832 3.5平成20年３月31日平成20年６月27日利益剰余金

平成20年11月14日
取締役会

普通株式 827 3.5平成20年９月30日平成20年12月10日利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの

　　　該当ありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード・信用保証業務等の事業を営んでおりますが、

それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記

載しておりません。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報

は記載しておりません。

 

【国際業務経常収益】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しておりま

す。
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(有価証券関係)

Ⅰ　当第３四半期連結会計期間末

※１　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動

が認められるものは、次のとおりであります。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入

金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー及び信託受益権を含めて記載しております。

 

その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在)
 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表計上額

(百万円)
評価差額(百万円)

株式 59,661 63,738 4,077

債券 883,935 887,453 3,518

国債 445,578 443,252 △2,326

地方債 165,011 167,118 2,107

短期社債 ― ― ―

社債 273,344 277,082 3,737

その他 110,822 103,446 △7,376

合計 1,054,419 1,054,638 219

(注)１　四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価によ

り計上したものであります。

　　２　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸

借対照表価額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処

理」という。）しております。

　　　　当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、2,704百万円（うち、株式1,784百万円、その他920百万

円）であります。

　　　　なお、当該有価証券の減損にあたっては、第３四半期連結会計期間末日における時価の取得原価に対する下

落率が50％以上の銘柄について一律減損処理するとともに、30％以上50％未満の銘柄について過去一定期

間の時価の推移や発行会社の信用リスク等を判断基準として減損処理しております。

 

Ⅱ　前連結会計年度末

その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日現在)
 

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円)うち益(百万円) うち損(百万円)

株式 64,633 90,967 26,334 32,707 6,373

債券 842,042 841,739 △303 8,559 8,862

国債 409,857 404,435 △5,421 3,077 8,499

地方債 164,299 166,439 2,139 2,164 24

短期社債 ― ― ― ― ―

社債 267,886 270,865 2,978 3,317 338

その他 129,781 124,787 △4,994 1,994 6,988

合計 1,036,4571,057,494 21,037 43,261 22,224

(注)１　連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。
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　　２　「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

　　(金銭の信託関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　該当ありません。

(デリバティブ取引関係)

Ⅰ　当第３四半期連結会計期間末

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。

通貨関連取引（平成20年12月31日現在）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商
品取引
所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 26,446 3 3

為替予約 14,593 △407 △407

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

 合計 ―― △403 △403

(注) 　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び

外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映

されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から

除いております。

Ⅱ　前連結会計年度末

通貨関連取引(平成20年３月31日現在)

 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

取引所

通貨先物     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

通貨オプション     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ 47,950 19,670 △11 △11

為替予約     

売建 862 160 64 64

買建 1,696 ― △38 △38

通貨オプション     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

その他     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

 合計 ―― ―― 15 15
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(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び

外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されて

いるもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いて

おります。

２　時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

 

　　（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当ありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

  
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 円 835.14 883.99

 

(注) 　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
 

 
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額  
 

純資産の部の合計額 百万円 199,064 211,754

純資産の部の合計額から控除す
る金額

百万円 1,642 1,560

　うち少数株主持分 百万円 1,642 1,560

普通株式に係る四半期末（期
末）の純資産額

百万円 197,421 210,194

１株当たり純資産額の算定に用
いられた四半期末（期末）の普
通株式の数

千株 236,391 237,777

 

２　１株当たり四半期純利益金額等

 

  
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 11.32

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

円 ―

 

 (注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益 百万円 2,685

普通株式に係る四半期純利益 百万円 2,685

普通株式の期中平均株式数 千株 237,192

 

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当ありません。

 

(リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業

を行う会社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び

１株当たり四半期純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書
(単位：百万円)

 
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

経常収益 20,598

　資金運用収益 15,778

　　(うち貸出金利息） 11,269

　　(うち有価証券利息配当金） 3,832

　役務取引等収益 2,486

　特定取引収益 46

　その他業務収益 809

　その他経常収益 1,478

経常費用 21,158

　資金調達費用 2,701

　　(うち預金利息） 2,134

　役務取引等費用 903

　その他業務費用 1,214

　営業経費 9,927

　その他経常費用 6,411

経常損失（△） △560

特別利益 14

特別損失 2

税金等調整前四半期純損失（△） △547

法人税、住民税及び事業税 357

法人税等調整額 △582

法人税等合計 △224

少数株主利益 39

四半期純損失（△） △362
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②　セグメント情報

(事業の種類別セグメント情報)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード・信用保証業務等の事業を営んでおります

が、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報

は記載しておりません。

 

(所在地別セグメント情報)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情

報は記載しておりません。

 

(国際業務経常収益)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しており

ます。

 

③　１株当たり四半期純損益金額等

 

  
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失
（△）金額

円 △1.53

潜在株式調整後１株当たり四
半期純損失（△）金額

円 ―

 

 (注) １　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
 

 
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△）金額  

四半期純損失（△） 百万円 △362

普通株式に係る四半期純損失
（△）

百万円 △362

普通株式の期中平均株式数 千株 236,397

 

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成21年２月９日

 

株式会社肥後銀行  

 取締役会御中  

 

 

監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 指定社員
業務執行社員  

公認会計士 古賀光雄  

 指定社員
業務執行社員  公認会計士 本野正紀

 指定社員
業務執行社員  公認会計士 伊藤次男  

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げら
れている株式会社肥後銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の
第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ
シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任
は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表
明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事

項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続に

より行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社

肥後銀行及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
 
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当行（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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